
厚生労働省 人材開発支援助成金 ご活用のご案内

最終更新日:2024年6月6日
株式会社ベネッセコーポレーション

エンタープライズプラン



資料構成

01 当資料のご案内

02 人材開発支援助成金制度の概要

03 事業展開等リスキリング支援コース

05

各労働局お問い合わせ窓口06

サブスクリプション(定額制訓練)04

自発的職業能力開発訓練



01 当資料のご案内



人材開発支援助成金制度 ご案内につきまして

ご留意点

各助成金申請が受理されることを当社が保証
しているものではございません。

各種申請書フォーマット入力のご支援(アドバ
イス含む)やご利用方法が助成金適用の該当可
否等につきましては、当社(訓練事業者)より
ご案内ができかねます。各企業様より管轄の
労働局に直接お問い合わせくださいますよう
お願い致します。(労働局のお問い合わせ先 当資料P44)

当資料は、すべて厚生労働省HPにて公表さ
れている資料に基づいて作成しております。

本資料は、2024年4月1日現在の厚生労働省発表資料に基づき作成しております。
助成金申請時は、必ず最新の情報を厚生労働省のホームページ等でご確認ください。



人材開発支援助成金 資料元リンク(24年6月6日時点)

１
厚生労働省 人材開発支援助成金 HP

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html

2 人への投資促進コースのご案内(詳細版) - 厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001238174.pdf

3 事業展開等リスキリング支援コースのご案内(詳細版) - 厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001174265.pdf

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001238174.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001174265.pdf


02 人材開発支援助成金制度の概要



Udemy Business が対象の人材開発支援助成金(24年4月1日時点)

サブスクリプション(定額制訓練) - 人への投資促進コース

労働者の多様な訓練の選択・実施を可能とする「定額制訓練」（サブスクリプション型の研修サービス）を
利用する事業主に対する助成

事業展開等リスキリング支援コース
①事業展開を行うにあたり、新たな分野で必要となる専門的な知識及び技能の習得をさせるための訓練
②事業展開は行わないが、事業主において企業内のデジタル・デジタルトランスフォーメーション（DX）化
やグリーン・カーボンニュートラル化を進める場合にこれに関連する業務に従事させる上で必要となる専門
的な知識及び技能の習得をさせるための訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成

自発的職業能力開発訓練 - 人への投資促進コース

労働者が自発的に受講した訓練費用を負担する事業主に対する助成

Udemy Business では、上記3つの助成金をご活用いただけます。
(各適用条件がございますので、満たしていることが申請条件となります)
制度ごとに特徴がございますので、御社のご活用状況に合わせてご検討くださいませ。



厚労省 人材開発支援金 各制度比較表

※当内容は、Udemy Business に特化した内容ではなく、助成金制度についてまとめたスライドとなります。詳細は厚労省HPまたは各労働局窓口へお問い合わせくださいませ。

資料
令和6年 詳細版(最終更新日:2024年6月6日)

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001174265.pdf
令和6年 詳細版(最終更新日:2024年6月2日)

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001238174.pdf

事業主の要件 ・雇用保険適用事業所の事業主であること 他 ・雇用保険適用事業所の事業主であること 他 
・自発的職業能力開発経費負担制度を定めるととも
に、その制度に基づき、被保険者に対して経費を負
担する事業主であること 他 

労働者の要件
・助成金を受けようとする事業所が実施する訓練等
を受講させる事業主の事業所において、
被保険者であること 他

・助成金を受けようとする事業所において、被保険
者であること 他

・自発的職業能力開発を行う者であること 他

実施要件

・DXを推進するにあたり必要なスキル
・定額制サービスによる訓練の場合は、各支給対象
労働者の受講時間(標準学習時間)の合計時間数が、
支給申請時において10時間以上である 他

・業務上義務付けられ、労働時間に実施される訓練 
であること
・各支給対象労働者の受講時間数を合計した時間数
が、支給申請時において10時間以上である 他

・自発的職業能力開発経費負担制度を利用し、被保
険者が自発的職業能力開発を行うために実施する訓
練であること(職務に関連した訓練以外も対象)
・実訓練時間数が10時間以上であること 他

助成率

経費助成
中小企業：75％ 大企業：60% 
賃金助成(1人1時間当たり)

中小企業：960円 大企業：480円

経費助成
中小企業：60％(＋15％)
大企業：45% (＋15％)
※（）内の助成率は、賃金要件・資格等手当要件 P.32 参照）
を満たした場合の率です。

経費助成
中小企業・大企業：45％(＋15％)
※（）内の助成率は、賃金要件・資格等手当要件 P.32 参照）
を満たした場合の率です。

1年度1事業所における
支払い上限額

１億円 2,500万
300万

(人への投資促進コース全体で2500万円に達していない場合で
あっても、300万円が限度となります。)

特記事項
就業時間内で行われる義務付けられた訓練に限ります。
ご利用目的が自己研鑽の場合や利用時間が業務時間外での場合は助成金対象にはなりません。計画立てた
人材育成プランを策定いただき、業務として行う必要がございます。

※自発的職業能力開発経費負担制度の要件
(詳細はP ～)

・事業主の自発的な訓練の経費補助割合が２分の１
以上であること
・制度を規定した就業規則または労働協約を、制度
施行日までに雇用する労働者に周知し、制度施行日
までに管轄する労働基準監督署へ届け出たものであ
ること 他

事業展開等リスキリング支援コース
サブスクリプション 定額制訓練 自発的職業能力開発訓練

人への投資促進コース

厚生労働省 人材開発支援助成金

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001174265.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001238174.pdf


中小企業の定義と大企業について

主たる事業 Ａ 資本金の額または出資の総額 Ｂ 企業全体で常時雇用する労働者の数

小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下 50人以下

サービス業

（サービス業、医療・福祉等）
5,000万円以下 100人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

その他の業種

（製造業、建設業、運輸業等

上記以外の全て）

３億円以下 300人以下

中小企業事業主に該当するかどうかの判断は、「主たる事業」ごとに、
「Ａ 資本金の額または出資の総額」または「Ｂ 企業全体で常時雇用する労働者の数」によって行い、
Ａ、Ｂどちらかの基準に該当すれば、中小企業事業主となります。
「主たる事業」は、総務省の日本標準産業分類の「業種区分」に基づきます。

※「主たる事業」含む詳細は、下記のリンク先 P33をご参照くださいませ。
https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001238174.pdf

※中小企業と中小企業以外では、助成額・助成率が異なりますので、ご注意ください。詳細はP8をご参照ください。

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001238174.pdf


人材開発支援助成金の助成率・助成額

【事業展開等リスキリング支援コース】

※Udemy Business は定額制サービスのため、賃金助成は対象外となります。

【人への投資促進コース 】

・（）内の助成率（額）は、賃金要件または資格等手当要件を満たした場合の率（額）です。

厚労省資料：人への投資促進コースの助成率・助成額

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001238174.pdf


03 事業展開等リスキリング支援コース



助成金の支給の流れ ～事業展開等リスキリング支援コース～

◆事業展開等リスキリング支援コースのご案内(詳細版) - 厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001245344.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001245344.pdf


【訓練実施計画届】必要な申請書類について ～事業展開等リスキリング支援コース～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#jigyo
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練開始日から起算して１か月前まで
※ Udemy Business は、契約期間の初日から起算して1か月前までとなります。
既にご利用が始まっている場合、計画届を提出した日から起算して１か月後を契約期間の
初日とみなし助成となります。

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

Udemy Business は事業外訓練に該当します。
該当資料は弊社にてご用意いたします。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#jigyo


【訓練実施計画届】各様式1-1 訓練教育機関のご記入欄につきまして

様式1-1 人材開発支援助成金 職業訓練実施計画届

各様式1-1 において訓練教育機関(株式会社ベネッセコーポレーション)についてのご記入個所がございます。
それぞれ下記のようにご記載くださいませ。
ご記入方法など詳細は管轄の労働局へ直接お問合せをお願い致します。

項目 記入例

項目20 名称 株式会社ベネッセコーポレーション

項目20 所在地 住所：岡山県岡山市北区南方三丁目7番17号

項目20 電話番号 086-225-1100（代）

項目20 チェックボックス チェックを入れてご提出くださいませ

項目21 訓練の実施場所
送信元：岡山県岡山市北区南方三丁目7番17号

送信先：受講いただく環境に合わせてご記入くださいませ。
例：受講者の自宅または会社(各企業様のご住所をご記載ください)

以下に読み替えて下さ
い。

項目20名称

一般財団法人中国経済
連合会

項目20 所在地

住所：広島県広島市中
区小町4-33中電ビル3
号館3階

項目20電話番号

082-242-4511

項目21 訓練の実施場所

送信元：広島県広島市
中区小町4-33中電ビル
3号館3階

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



【訓練計画届】弊社にてご用意させていただく書類のご案内 ～事業展開等リスキリング支援コース～

訓練にかかる教育訓練機関との契約書・申込書など
Udemy Business ご契約時のご契約書・申込書が該当いたします。

提供される講座の一覧および内容が分かる書類

別途資料のご用意がございます。必要に応じて担当営業までご連絡くださいませ。

LMSの機能を有していることを確認するための書類（受講案内等）

別途資料のご用意がございます。お渡し資料の該当ページ：P23

受講料を確認できる書類（教育訓練機関が発行するパンフレットなど）
別途資料のご用意がございます。書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

１

２

３

４

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



【支給申請書の提出】必要な申請書類について① ～事業展開等リスキリング支援コース～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#jigyo
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#jigyo


【支給申請書の提出】必要な申請書類について② ～事業展開等リスキリング支援コース～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#jigyo
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

Udemy Business は事業外訓練に該当します。
該当資料は弊社にてご用意いたします。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#jigyo


【支給申請書の提出】弊社にてご用意等させていただく書類のご案内 ～事業展開等リスキリング支援コース～

領収書または振込通知書(写)
振込通知書(企業様が弊社口座へ振込をした銀行振込控えのこと)のご対応が企業様にとっても一番ご負担が軽いものとな

ります。ご対応が難しい際は弊社にて領収書を発行いたしますので担当営業までご連絡くださいませ。

領収書発行にはご依頼から1週間前後のお時間がかかりますこと予めご了承くださいませ。

受講料の案内（一般に配布されているもの）、請求書及び請求書内訳書(写)
受講料のご案内は別途資料のご用意がございます。書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

支給申請承諾書(訓練実施者）（様式第12号）
企業様でのご記入欄(対象訓練及び申請事業主)を必ずご記載いただいた上で、書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

当資料P19 にて別途記載しております。

受講予定者の訓練の実施状況が分かる書類（LMS情報の写し等）
対象受講者のマイページの学習進捗状況一覧を印刷してご提示くださいませ。

当ページの印刷は管理者様ではなく対象受講者様のみが行えますので、対象受講者様にご依頼ください。

１

２

３

４
訓練別の対象者一覧の受講予定者が受講したことを証明する書類（修了証等）
「各支給対象労働者の受講時間数を合計した時間数が、支給申請時において10時間以上であること」を満たすことが確認

できれば、それ以上の提出は不要です。受講証明書は管理者からの発行はできないため対象受講者様より受領ください。

受講証明書はコース進捗が100％にならないと発行できない仕様になります。

5

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



様式第12号のご対応につきまして ～事業展開等リスキリング支援コース～

◆支給申請承諾書(訓練実施者）（様式第12号）

②弊社(ベネッセコーポレーション)記入欄

①企業様ご記入欄

弊社記入欄ご依頼の際のお願い

ご依頼いただく際は、①の企業様ご記入欄をご記
入の上、営業担当迄ご依頼くださいませ。ご依頼
いただいてから1週間前後でご返信いたします。
お急ぎの場合はその旨併せてご連絡くださいませ。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



04 サブスクリプション(定額制訓練)



【訓練実施計画届】必要な申請書類について① ～サブスクリプション(定額制プラン)～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練開始日から起算して１か月前まで
※ Udemy Business は、契約期間の初日から起算して1か月前までとなります。
既にご利用が始まっている場合、計画届を提出した日から起算して１か月後を契約期間の初
日とみなし助成となります。

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【訓練実施計画届】必要な申請書類について② ～サブスクリプション(定額制プラン)～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練開始日から起算して１か月前まで
※ Udemy Business は、契約期間の初日から起算して1か月前までとなります。
既にご利用が始まっている場合、計画届を提出した日から起算して１か月後を契約期間の初
日とみなし助成となります。

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

Udemy Business は事業外訓練に該当します。
該当資料は弊社にてご用意いたします。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【訓練実施計画届】各様式1-1 訓練教育機関のご記入欄につきまして

様式1-1 人材開発支援助成金 職業訓練実施計画届

各様式1-1 において訓練教育機関(株式会社ベネッセコーポレーション)についてのご記入個所がございます。
それぞれ下記のようにご記載くださいませ。
ご記入方法など詳細等は管轄の労働局へ直接お問合せ等お願い致します。

項目 記入例

項目20 名称 株式会社ベネッセコーポレーション

項目20 所在地 住所：岡山県岡山市北区南方三丁目7番17号

項目20 電話番号 086-225-1100（代）

項目20 チェックボックス チェックを入れてご提出くださいませ

項目21 訓練の実施場所
送信元：岡山県岡山市北区南方三丁目7番17号

送信先：受講いただく環境に合わせてご記入くださいませ。
例：受講者の自宅または会社(各企業様のご住所をご記載ください)

以下に読み替えて下さ
い。

項目20名称

一般財団法人中国経済
連合会

項目20 所在地

住所：広島県広島市中
区小町4-33中電ビル3
号館3階

項目20電話番号

082-242-4511

項目21 訓練の実施場所

送信元：広島県広島市
中区小町4-33中電ビル
3号館3階

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



【訓練実施計画届】弊社にてご用意させていただく書類のご案内 ～サブスクリプション(定額制プラン)～

訓練にかかる教育訓練機関との契約書・申込書など
Udemy Business ご契約時のご契約書・申込書が該当いたします。

提供される講座の一覧および内容が分かる書類

別途資料のご用意がございます。必要に応じて担当営業までご連絡くださいませ。

LMSの機能を有していることを確認するための書類（受講案内等）

別途資料のご用意がございます。お渡し資料の該当ページ：P23

受講料を確認できる書類（教育訓練機関が発行するパンフレットなど）
別途資料のご用意がございます。書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

１

２

３

４

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



【支給申請書の提出】必要な申請書類について① ～サブスクリプション(定額制プラン)～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】必要な申請書類について② ～サブスクリプション(定額制プラン)～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】必要な申請書類について③ ～サブスクリプション(定額制プラン)～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】必要な申請書類について④ ～サブスクリプション(定額制プラン)～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

Udemy Business は事業外訓練に該当します。
該当資料は弊社にてご用意いたします。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】弊社にてご用意等させていただく書類のご案内 ～サブスクリプション(定額制プラン)～

領収書または振込通知書(写)
振込通知書(企業様が弊社口座へ振込をした銀行振込控えのこと)のご対応が企業様にとっても一番ご負担が軽いものとな

ります。ご対応が難しい際は弊社にて領収書を発行いたしますので担当営業までご連絡くださいませ。

領収書発行にはご依頼から1週間前後のお時間がかかりますこと予めご了承くださいませ。

受講料の案内（一般に配布されているもの）、請求書及び請求書内訳書(写)
受講料のご案内は別途資料のご用意がございます。書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

支給申請承諾書(訓練実施者）（様式第12号）
企業様でのご記入欄(対象訓練及び申請事業主)を必ずご記載いただいた上で、書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

当資料P30 にて別途記載しております。

受講予定者の訓練の実施状況が分かる書類（LMS情報の写し等）
対象受講者のマイページの学習進捗状況一覧を印刷してご提示くださいませ。

当ページの印刷は管理者様ではなく対象受講者様のみが行えますので、対象受講者様にご依頼ください。

１

２

３

４
訓練別の対象者一覧の受講予定者が受講したことを証明する書類（修了証等）
「各支給対象労働者の受講時間数を合計した時間数が、支給申請時において10時間以上であること」を満たすことが確認

できれば、それ以上の提出は不要です。受講証明書は管理者からの発行はできないため対象受講者様より受領ください。

受講証明書はコース進捗が100％にならないと発行できない仕様になります。

5

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



様式第12号のご対応につきまして ～サブスクリプション(定額制プラン)～

◆支給申請承諾書(訓練実施者）（様式第12号）

②弊社(ベネッセコーポレーション)記入欄

①企業様ご記入欄

弊社記入欄ご依頼の際のお願い

ご依頼いただく際は、①の企業様ご記入欄をご記
入の上、営業担当迄ご依頼くださいませ。ご依頼
いただいてから1週間前後でご返信いたします。
お急ぎの場合はその旨併せてご連絡くださいませ。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



05 自発的職業能力開発訓練



【訓練実施計画届】必要な申請書類について① ～自発的職業能力開発訓練～

次スライド

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練開始日から起算して１か月前まで

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【訓練実施計画届】必要な申請書類について② ～自発的職業能力開発訓練～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練開始日から起算して１か月前まで

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

Udemy Business は事業外訓練に該当します。
該当資料は弊社にてご用意いたします。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【訓練実施計画届】各様式1-1 訓練教育機関のご記入欄につきまして

様式1-1 人材開発支援助成金 職業訓練実施計画届

各様式1-1 において訓練教育機関(株式会社ベネッセコーポレーション)についてのご記入個所がございます。
それぞれ下記のようにご記載くださいませ。
ご記入方法など詳細等は管轄の労働局へ直接お問合せ等お願い致します。

項目 記入例

項目20 名称 株式会社ベネッセコーポレーション

項目20 所在地 住所：岡山県岡山市北区南方三丁目7番17号

項目20 電話番号 086-225-1100（代）

項目20 チェックボックス チェックを入れてご提出くださいませ

項目21 訓練の実施場所
送信元：岡山県岡山市北区南方三丁目7番17号

送信先：受講いただく環境に合わせてご記入くださいませ。
例：受講者の自宅または会社(各企業様のご住所をご記載ください)

以下に読み替えて下さ
い。

項目20名称

一般財団法人中国経済
連合会

項目20 所在地

住所：広島県広島市中
区小町4-33中電ビル3
号館3階

項目20電話番号

082-242-4511

項目21 訓練の実施場所

送信元：広島県広島市
中区小町4-33中電ビル
3号館3階

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



【訓練実施計画届】弊社にてご用意させていただく書類のご案内 ～自発的職業能力開発訓練～

訓練にかかる教育訓練機関との契約書・申込書など
Udemy Business ご契約時のご契約書・申込書が該当いたします。

提供される講座の一覧および内容が分かる書類

別途資料のご用意がございます。必要に応じて担当営業までご連絡くださいませ。

LMSの機能を有していることを確認するための書類（受講案内等）

別途資料のご用意がございます。お渡し資料の該当ページ：P23

受講料を確認できる書類（教育訓練機関が発行するパンフレットなど）
別途資料のご用意がございます。書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

１

２

３

４

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



【支給申請書の提出】必要な申請書類について① ～自発的職業能力開発訓練～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】必要な申請書類について② ～自発的職業能力開発訓練～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】必要な申請書類について③ ～自発的職業能力開発訓練～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

次スライド

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】必要な申請書類について④ ～自発的職業能力開発訓練～

【各申請用紙ダウンロード】(HPの中ほどから申請書類一式のダウンロードが可能です)

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe
※ これらの書類のほかに、労働局長が書類の提出を求める場合があります

【申請期間】：訓練終了日の翌日から起算して2か月以内厳守
※ 職業訓練実施計画届ごとの訓練終了日

【申請先】：事務所の所在地を管轄する労働局

Udemy Business は事業外訓練に該当します。
該当資料は弊社にてご用意いたします。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/38819.html#hitoe


【支給申請書の提出】弊社にてご用意等させていただく書類のご案内 ～自発的職業能力開発訓練～

領収書または振込通知書(写)
振込通知書(企業様が弊社口座へ振込をした銀行振込控えのこと)のご対応が企業様にとっても一番ご負担が軽いものとな

ります。ご対応が難しい際は弊社にて領収書を発行いたしますので担当営業までご連絡くださいませ。

領収書発行にはご依頼から1週間前後のお時間がかかりますこと予めご了承くださいませ。

受講料の案内（一般に配布されているもの）、請求書及び請求書内訳書(写)
受講料のご案内は別途資料のご用意がございます。書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

支給申請承諾書(訓練実施者）（様式第12号）
企業様でのご記入欄(対象訓練及び申請事業主)を必ずご記載いただいた上で、書類を営業担当迄ご依頼くださいませ。

当資料P42 にて別途記載しております。

受講予定者の訓練の実施状況が分かる書類（LMS情報の写し等）
対象受講者のマイページの学習進捗状況一覧を印刷してご提示くださいませ。

当ページの印刷は管理者様ではなく対象受講者様のみが行えますので、対象受講者様にご依頼ください。

１

２

３

４
訓練別の対象者一覧の受講予定者が受講したことを証明する書類（修了証等）
「各支給対象労働者の受講時間数を合計した時間数が、支給申請時において10時間以上であること」を満たすことが確認

できれば、それ以上の提出は不要です。受講証明書は管理者からの発行はできないため対象受講者様より受領ください。

受講証明書はコース進捗が100％にならないと発行できない仕様になります。

5

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



【支給申請書の提出】申請にあたる注意事項 ～自発的職業能力開発訓練～

◆訓練実施計画届 提出時

・１名毎の申請の他に、受講者を一括して申請いただくことも可能です。

◆支給申請届 提出時

・一括申請の場合は、受講対象者全員が実施条件を満たしていることが条件となります。
その場合、全員分をまとめて申請いただくことが可能です。
(学習時間1人10時間以上など)

・一括申請ではなく個別申請の場合は、都度申請が可能です。

※上記は弊社が労働局様へ確認をした内容です。
内容を保証しているものではございませんので、ご不明点等ございましたら直接管轄の労働局様へご確認のほどお願い致します。



様式第12号のご対応につきまして ～自発的職業能力開発訓練～

◆支給申請承諾書(訓練実施者）（様式第12号）

②弊社(ベネッセコーポレーション)記入欄

①企業様ご記入欄

弊社記入欄ご依頼の際のお願い

ご依頼いただく際は、①の企業様ご記入欄をご記
入の上、営業担当迄ご依頼くださいませ。ご依頼
いただいてから1週間前後でご返信いたします。
お急ぎの場合はその旨併せてご連絡くださいませ。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。

※「一般財団法人中国経済連合会」

と読み替えて下さい。



06 各労働局 お問合せ



【各労働局 お問合せ窓口】人材開発支援助成金(最終更新日 2024年4月1日)
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